
ＨＰ公開以降の公募要領改訂履歴

更新前 更新後

１．対象となる申請者 　　　 ① ②

①改修する住宅を申請者が所有していること。

ただし、交付申請時に所有しておらず申請後に所有予定の場合は、実績報告書提出時に当該住宅を所有し建物

登記事項証明書の写しを提出することを条件に申請を認める。

なお、当該住宅を購入予定で売買契約内に断熱改修工事に係る契約が含まれていた場合、事前契約とみなし補

助対象外とするので注意すること。

②改修する住宅を申請者が所有していること。 ただし、交付申請時に所有しておらず申請後に所有予定の場合

は、実績報告書提出時に当該住宅を所有し建物登記事項証明書の写しを提出することを条件に申請を認める。

 なお、当該住宅を購入予定で売買契約内に断熱改修工事に係る契約が含まれていた場合、事前契約とみなし

補助対象外とするので注意すること。

①改修する住宅を申請者が所有していること。

ただし、交付申請時に所有しておらず申請後に所有予定の場合は、概算報告書または実績報告書提出時に当該

住宅を所有し建物登記事項証明書の写しを提出することを条件に申請を認める。

なお、当該住宅を購入予定で売買契約内に断熱改修工事に係る契約が含まれていた場合、事前契約とみなし補

助対象外とするので注意すること。

②改修する住宅を申請者が所有していること。 ただし、交付申請時に所有しておらず申請後に所有予定の場合

は、概算報告書または実績報告書提出時に当該住宅を所有し建物登記事項証明書の写しを提出することを条件

に申請を認める。 なお、当該住宅を購入予定で売買契約内に断熱改修工事に係る契約が含まれていた場合、

事前契約とみなし補助対象外とするので注意すること。

１．対象となる申請者

・改修する既存戸建住宅
※１

を所有する建築事業者及び販売事業者
※２

（既存住宅の売買又はリノベーションに

現に関わっているもの）であること。

・建物登記事項証明書上、既存戸建住宅を「居宅」として登録し、所有していること。

ただし、交付申請時に所有しておらず、申請後に所有予定の場合は、実績報告書提出時に当該住宅を所有し、

建物登記事項証明書の写しを提出することを条件に申請を認める。

・本事業の業務に意欲を有し、本事業の安定的運営を図れる資力、実績等を有すること。

・改修する既存戸建住宅
※１

を所有する建築事業者及び販売事業者
※２

（既存住宅の売買又はリノベーションに

現に関わっているもの）であること。

・建物登記事項証明書上、既存戸建住宅を「居宅」として登録し、所有していること。

ただし、交付申請時に所有しておらず、申請後に所有予定の場合は、概算報告書または実績報告書提出時に当

該住宅を所有し、建物登記事項証明書の写しを提出することを条件に申請を認める。

・本事業の業務に意欲を有し、本事業の安定的運営を図れる資力、実績等を有すること。

Ｐ５４ ４．中間報告の必要提出書類の一覧

複数年度事業の場合に提出が必要となる概算払請求書と振込口座が照合できる書類を追加
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Ｐ５５

５．中間報告の必要提出書類の詳細

①建築物の省エネ性能の評価書（ＢＥＬ

Ｓ）

・交付申請時に示したＢＥＩ、ＵＡ値を満足している評価書を提出すること。

・交付申請時に示したＢＥＩ、ＵＡ値及びηＡＣ値、断熱等級６以上を満足している評価書を提出すること。

・評価書は、第三者評価を受けたものであること。

・評価書は１枚目と２枚目の全てのページを提出すること。

５．中間報告の必要提出書類の詳細

⑥導入設備の仕様書等
・設備を導入した場合は、設備の性能を確認することができる仕様書、カタログ等を提出すること。

・一次エネルギー消費量計算の対象とした全ての設備（補助対象、補助対象外、既存設備）を入力し、提出す

ること。

５．中間報告の必要提出書類の詳細

⑧明細書≪定型様式７≫

⑧実績（概算）報告書

・明細書の「中間報告」欄に入力をして提出すること。

・交付申請時の内容に変更があった場合、必ず事前にその内容をＳＩＩへ報告し、指示に従うこと。

⑧明細書≪定型様式７≫

・明細書の「中間報告」欄に入力をすること。

・交付申請時の内容に変更があった場合、必ず事前にその内容をＳＩＩへ報告し、指示に従うこと。

・材料・設備費と工事費を分けて入力すること。見積書の内訳書に費用・費目の詳細を記すこと。

・断熱材は、外皮計算書の外皮面積を基に入力すること（壁は窓面積を除く）。

・明細書と総括表の整合性が取れていること。

５．中間報告の必要提出書類の詳細

⑨総括表≪定型様式８≫
記載なし

⑨総括表≪定型様式８≫

・必要事項を入力すること。

５．中間報告の必要提出書類の詳細

⑩概算払請求書（ＢＥＬＳ費用）≪定型

様式１０≫

記載なし
⑩概算払請求書（ＢＥＬＳ費用）≪定型様式１０≫

・複数年度事業で申請をした場合、設計費のうちＢＥＬＳ申請費用に係る概算払請求書を提出すること。

Ｐ５７
５．中間報告の必要提出書類の詳細

⑪振込口座が照合できる書類
記載なし

⑪振込口座が照合できる書類

・複数年度事業で申請をした場合、振込口座が照合できる書類を提出すること。

・補助事業者と同一名義の口座であること。

・口座情報（金融機関名・支店名・預金の種類・口座番号・口座名義人）の照合ができる書類を提出するこ

と。

・口座名義人のカナ表記まで確認できること。

・ＳＩＩへ提出する口座情報（口座名・種別・口座番号）に誤りがある場合や、提出から補助金振り込み完了

までの期間に口座情報の変更をする等、補助事業者事由により補助金振り込みができなかった場合、補助金の

支払いを受けられないことがあるので注意すること。

・金融機関や支店等の統廃合があった場合は、統廃合後の新しい口座情報（金融機関名・支店名・預金の種

類・口座番号・口座名義人）を確認できる書類を提出すること。

Ｐ５６

7/27


